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著作権法により無断での複製，転載等は禁止されております。 

まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，社団法人情報科学

技術協会(INFOSTA)／財団法人日本規格協会(JSA)から，工業標準原案を具して日本工業規格を改正すべき

との申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格である。 

これによって JIS X 0701:1989，JIS X 0702:1989，JIS X 0705:1989，JIS X 0706:1989 は廃止・統合され，

この規格に置き換えられる。 

改正に当たっては，日本工業規格と国際規格との対比，国際規格に一致した日本工業規格の作成及び日

本工業規格を基礎にした国際規格原案の提案を容易にするために，ISO 5127:2001，Information and docu- 

mentation－Vocabulary を基礎として用いた。 

この規格の一部が，技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権，又は出願公開後の

実用新案登録出願に抵触する可能性があることに注意を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会

は，このような技術的性質をもつ特許権，出願公開後の特許出願，実用新案権，又は出願公開後の実用新

案登録出願にかかわる確認について，責任をもたない。 

JIS X 0701 には，次に示す附属書がある。 

附属書 1（参考）資料の保存 

附属書 2（参考）情報及びドキュメンテーションの法的視点 

附属書 3（参考）JIS と対応する国際規格との対比表 
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日本工業規格          JIS 
 X 0701：2005 
 

情報及びドキュメンテーション－用語 
Information and documentation-Vocabulary 

 
序文 この規格は，2001 年に第 1 版として発行された ISO 5127，Information and documentation－Vocabulary

を翻訳し，技術的内容を変更して作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で点線の下線を施してある“参考”は，原国際規格にはない事項である。 

また，この規格で附属書 1 及び附属書 2 は，原国際規格の本体から附属書に変更したものである。変更

の一覧表をその説明を付けて，附属書 3（参考）に示す。 

 

適用範囲 この規格は，情報及びドキュメンテーション分野における用語及び定義について規定する。こ

の規格は，コミュニケーションを確保するため，該当する概念を選択して定義を付し，用語を与えて，そ

の間の相違を明らかにすることを目的としている。 

備考 この規格の対応国際規格を，次に示す。 

なお，対応の程度を表す記号は，ISO/IEC Guide 21 に基づき，IDT（一致している），MOD

（修正している），NEQ（同等でない）とする。 

ISO 5127:2001，Information and documentation－Vocabulary (MOD) 

 

表記法 この規格では，各用語を番号，用語，定義及び対応英語の四つの欄に分けて記載する。それぞれ

の欄における記載方法は，次のとおりとする。 

a) 用語番号 ISO 5127: 2001 に従い，概念体系に基づくポイントシステムによる。 

b) 用語  

1) 太字で表されているものは，優先語（優先使用の用語）で，複数あるときは，文脈に従って使い分

け，順位を付けない。 

例 システム，体系 (1.1.1.06) 

2) 並字で表されているものは容認語で，優先語が適当でない場合に限って使用が許される。 

例 資料，文献 (1.2.02) 

3) 用語の一部が丸括弧で囲まれているのは，意味を限定する用語で，その部分を省略してもよい。省

略するか，又はしないかは文脈によって，順位はない。 

例 （分類記号の）許容性 (4.2.2.4.20)  

4) 用語の後に（1），（2）…の番号が付されているのは，同称異義語であって，異なる定義が同形又は

同音の用語で表現されている場合である。 

5) 用語の後の丸括弧（ ）内の“平仮名”は，その読みであって，読み方に誤読のおそれのある場合

に付されている。 

6) 定義の前の山形かっこ“〈 〉”内は，一つの用語が複数の概念を表す場合のそれぞれの概念が属す


